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日本政府の支援を受け、国連開発計画（UNDP）は、ウクライナで世界でも最大規模の一つになる瓦礫処理プロジェクトを実
施しています。UNDPは、以下の取り組みを通じて、体系的かつ全国的な瓦礫処理の枠組みを構築し、地方の能力を強化する
ことを目指しています。

損傷した建物
の解体と瓦礫
撤去

専門機材の
提供

リサイクル活動
の導入

有害廃棄物が公
衆衛生に与える影
響のリスク軽減

規制策定への
支援

主な成果
7つの地域にわたる15のコミ
ュニティで、計2,460世帯から
50万トン以上の瓦礫を撤去し
ました。

3つの地域にわたる15のコミ
ュニティに対し、年間60万m3

の瓦礫処理能力と年間120万
m3の廃棄物処理能力を持つ
機材を提供しました。

ハルキウで複数階建ての建物を解体する様子 (2025年6月) 
Photo: UNDP Ukraine / Christina Pashkina

破壊された学校からがれきを撤去する防護服姿の　　
作業員 (ミコライウ州)

瓦礫処理とリサイクル

ダンプトラック 30台 ごみ収集車 41台 
フロントローダー 6台 ウッドチッパー 30台
バックホーローダー 4台 廃棄物収集容器 (小型) 25,000個 
スキッドローダー 1台 廃棄物収集容器 (大型) 2,140個 
ブルドーザー 7台
トラックショベル 6台
ホイールショベル 3台

瓦礫処理のための機材 廃棄物処理機材

UNDPとJICAによるアスベスト管理の共同研修
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UNDPは、支援対象地域において民間セクターの強化と拡大を通じ、地域経済の活性化を進めています。その手段として、即
応的なソリューションの導入、人材の能力向上、雇用機会の拡大、ビジネス環境の整備を推進しています。特に、UNDPは以下
の取り組みを行っています。

6都市にある21の職業訓練機関で、電気溶接、
錠前技術、配管工、電気・ガス溶接、左官、電気
工、旋盤加工、そして溶接工向けの製図読解とい
った職種を対象に、短期職業訓練コースを実施
しました。

 キーウ・ハルキウ・オデーサ州から集まった
計452人の参加者が新たなスキルを習得し
ました。

 卒業生の就職率は70%に達します。

ビジネス支援のための設備修繕および
機材供与

「Made in Ukraine」オフィスを13か所開設し、起業相談を提供
するとともに、2,689人（うち女性61％）の起業・事業改善を支援し
ました。

11か所の「レジリエント・ビジネス・ハブ（Resilient Business 
Hub）」を開設し、1,531人（うち女性65％）を支援しました。

133カ所のビジネス・アドバイザリー・ポイントを開設し、2,051人（
うち女性48％）にアドバイスを提供しました。

デジタル活用の促進、産業プラットフォームの
構築、コンサルティング・サービスの提供、組織
開発の支援

29,250人以上（うち女性45％）が、スタートアップやデジタルプラッ
トフォーム開発に関する支援を受けました。

ネットワーキングの機会を創出するビジネス
促進イベントの開催

5,680人を超える起業家や従業員（うち女性62％）が、スキルの強
化、経験の拡充、主要な能力を習得しました。

5,560人以上（うち女性64％、障がい者4％、国内避難民12％、退
役軍人11％を含む）が、以下の研修およびコンサルティングプログ
ラムを通じて、起業およびビジネススキルを向上させました。

 950人以上が「レジリエンス・ビジネス・プラットフォーム」ア
カデミー研修に参加しました。

 約3,000人が、スタートアップおよびビジネス立ち上げに関
する研修を修了しました。

 1,610人以上が、コンサルティングおよび学習プログラムに
参加しました。

オデーサ州における錠前技師養成の短期職業訓練

ウクライナの起業家のエンパワーメントを目的にキーウで開催した会
議”Entrepreneurs without barriers” (2025年)

経済復興

平木忠義 在ウクライナ日本国大使館経済担当官、ゲンナディ・チジコウ ウクライナ商工会議所会長、 ハオリャン・シュウ国連事務次長 
兼 国連開発計画(UNDP)総裁代行が、ウクライナ商工会議所(UCCI)のシェルター内に設立された「レジリエント・ビジネス・ハブ」の開
所式に出席 (2025年7月25日)
Photo: UNDP Ukraine / Andrii Krepkykh
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UNDPは、ウクライナ政府による戦略的計画の強化、組織能力の向上、危機管理及び復興における効果的な調整体制の確立
を支援しています。また、政府の公正性や透明性の向上、危機対応時の情報伝達強化、偽情報対策の能力向上にも取り組ん
でいます。
主な成果

9つの省庁の能力を強化しました。 

30のコミュニティに対し包摂的な地域戦略の策定と、汚職リスク評価
を支援しました。
中央及び地方レベルの政府機関の1,000人以上の職員を対象に、復
興プロセスにおける誠実性・透明性・説明責任に関する研修を実施
しました。

全国プログラム「Vidnova:UA」の復興活動の一環として、16州におけ
る48のユースセンターおよび若者スペースの改修に1,458人以上の
若者が参加しました
15万人以上の学生が「全国メディア・リテラシー研修」を受講し、全国
メディア・リテラシーテストを通じて26万2,000人以上のウクライナ国
民に情報を届けました。
2,900人以上の参加者がメディアリテラシー研修を受講し、30の大学で
ジャーナリズム教育の強化が図られました。さらに、偽情報対策キャン
ペーンを通じて240万人以上に情報発信が行われました。
200台の電動バイクと400台のタブレットをソーシャルワーカーに提
供しました。

危機管理と政府の
復興調整能力の強化

ウクライナ地方・国土開発省主催 「国際結束フォーラム『未来をつくる』」が2025年4月16日に開催

リウネ州において、戦略的コミュニケーションの構築および
偽情報対策に関する研修を実施しました。

　　以下の策定を支援しました。

 ウクライナ地方・国土開発省およ
び33の地方自治体向け腐敗防止
プログラム

 ウクライナ地方・国土開発省内の
腐敗防止部署向け人材育成戦略

 ウクライナ地方・国土開発省の倫
理規範および経済省の戦略計画

 ウクライナ文化・戦略的コミュニケ
ーション省による「2026年までの
メディアリテラシー向上戦略」

全24州の400人以上の政府広報
担当者が、危機対応時の情報伝
達、組織的メッセージ発信、偽情
報への対応力強化に関するスキ
ルを強化しました。
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司法と人権へのアクセス

日本の資金拠出を受け、UNDPは中央および地方の関係機関の能力強化を支
援し、人権を尊重し根付かせる取り組みと、誰もが司法にアクセスしやすい環境
づくりに取り組んでいます。特に、国内避難民（IDP）や社会的に脆弱なグループ
を優先的に支援しています。この支援には、研修の実施、機材・ソフトウェアの提
供、政策提言活動が含まれています。

戦争被災者との効果的かつ配慮あるコミュニケーションを促進するた
め、UNDPは下記の支援を実施しました。

 無償法律援助システム（FLA）の弁護士 約2,000人を対象に、依頼者
に寄り添ったコミュニケーションに関する研修を実施しました。その
後、研修を受けた弁護士は35万件を超えるクライアント（57%は女性）
からの相談を受けています。 

 1,000人以上の司法関係者および社会福祉士が、戦争の影響を受け
た人々に対して効果的なコミュニケーションを図り、支援するための知
識と理解を深めました。

UNDPはオンブズパーソン事務所と協力して、戦争に関連する人権問題
への効果的な対応に取り組んでいます。 

 行方不明者や戦争捕虜の家族1,800人以上が、最新情報の提供や法
的支援を受けました。

 オンブズパーソンの地域ネットワークに所属する職員に研修を行い、
その結果8,100人以上が人権問題に関する相談を受けました。

ウクライナ国家警察の科学捜査官25名が、日本（東京・福島）での視察
研修に参加し、戦争犯罪の科学捜査に関する知識を深めました。

280人以上の司法関係者が、捜査面接手法の実践的活用に関するスキ
ルを向上させました。

刑事手続における未成年者への修復的司法アプローチを強化するため
の全国キャンペーンを実施し無償法律援助制度（FLA）の弁護士や司法
専門家2,500人以上が参加しました。
この取り組みは、「修復的司法に関する国家戦略」の実施促進に寄与し
ました。

日本政府の支援を受けて、UNDPは
2022 年以降、ウクライナの復興および
戦争の影響を受けた地域において、ビ
ジネスと人権（B＋HR）の原則を推進し
ています。1 この支援の成果は以下の通
りです。 

約1,000人の男女が、「ビジネス
と人権」に関するオンライン学習
コースを受講し、その原則に関す
る知識を向上させました。本コー
スはDiia.EducationおよびDiia.
Businessプラットフォーム上で
提供されました。

250社以上の企業が、Diia.
Business上のオンライン自己評
価ツールを使用し、国際基準に
準拠した人権への取り組みを強
化しました。

100名以上のビジネス関係者が、
人権デュー・ディリジェンス実施
に関するワークショップに参加
し、特に紛争影響地域での対応
方法について学びました。

日本政府の支援を受け、UNDPが提供した車両の前に
立つウクライナ国家警察の警察官

行方不明者の身元特定や戦争犯罪の記録に不可欠な科学捜査を強化するため、先進的なDNAおよび化学分析装置を使用する科学
捜査専門家。キーウにて。
Photo: UNDP Ukraine / Andriiy Noha

1  「グローバル・サプライチェーンにおける人権デュー・ディリジェンス」の国際的な取り組みのもと「公正な復旧のためのビジネスと人権に関する国連指導原則の活用」  
（2022～2023年）と「日本企業が事業を展開する対象国における責任あるビジネス慣行の促進」（2023～2024年）が行われています。

警察の科学捜査部門に、移動式のラボとして使えるバン26台、迅速
DNA鑑定装置12台、および科学捜査キットが提供されました。

ウクライナ内務省国立科学捜査センターに、DNA科学捜査を実施する
ための機器5セットと、銃器発射残渣や爆発物残渣、麻薬やその他の物
質の痕跡を検出するためのガスクロマトグラフ2台を供与しました。
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「ここのほとんどの家族は家を失うか、深刻な被害を受けま
した。中には家族を亡くした人もいます。」とノボセリウカの住
民、ユリアさんは言います。

2022年2月、ロシアが全面的な侵攻を開始したとき、人口1,200人
の村ノボセリウカは絶え間ない攻撃を受けました。その結果、148棟
の住宅が破壊され、172棟が大きな被害を受け、無傷で残ったのは
わずか40棟でした。

爆発物の調査の後、オルガさんの家や村の他の住民79人の家の瓦
礫が撤去されました。

「ボランティア消防団の
創設と、彼らへの装備の
提供や訓練は、単なる援
助ではなく、私たちの人
々の命を守るための真
の一歩です」とクヤルニ
ク・コミュニティの副首
長、ソフィア・ホディウク
氏は語ります。

UNDPと日本は、マルダリウカ村のボランティア
消防団に必要な機材と訓練を提供し、地域の緊急
対応に要する時間を40分から5～20分へと大幅
に短縮しました。

「もちろん、怖いですが、人
々が暖かく過ごせるように
最善を尽くしています」とオ
デーサの地域暖房施設のボ
イラー技士、オレナさんは言
います。

長時間勤務、ミサイルの脅威、停電を乗り越え、オレ
ナさんと彼女のチームは施設を稼働させ続け、25万
人以上の住民に暖房を届け続けています。 
しかし、オデーサには内部発電設備がないため、攻
撃による停電がしばしばこのような重要インフラの
稼働を妨げています。
現在、UNDPが実施し、日本の資
金協力を受けて進められている
分散型発電プロジェクトのおか
げで、この施設はより強靭にな
り、途切れることのない熱供給を
可能にするエネルギー設備を備
えつつあります。

全面的な侵攻により、ウクライナの国土の23％以上
が地雷や爆発物によって汚染されている可能性が
あります。こうした見えない爆発物は市民に深刻な
脅威をもたらし、これまでにすでに数千人が命を落
とすか負傷しています。
ウクライナの人々は、こうした脅威についてどの程
度知っているのでしょうか。
UNDPのプロジェクトでは、日本の資金援助を受け
て、ウクライナで初となる地雷に関する認知度調査
が実施されました。

ウクライナで広がるUNDPと日本の絆：
人々に届ける希望

日本政府の支援を受けUNDPが修繕したオデーサの保育園の再開式 (2025年9月3日)
Photo: UNDP Ukraine / Kseniia Nevenchenko

ウクライナでよく見られる「地雷危険」の標識

オデーサ州マルダリウカで活動する　　　　
ボランティアの消防団員たち

チェルニヒウ州で最も大きな被害を受けた村の一つ
ノボセリウカの人々

現在、オデーサ州クヤルニクでは
3つのボランティア部隊が活動

オデーサを24年間暖め続ける：
オレナの物語

「危険、地雷あり！」　
ウクライナの人々が捉える地雷の脅威

家の残骸の前に立つ村の住民、オルガさん。

全文を見る (英語）
全文を見る

全文を見る (英語）全文を見る



お問い合わせ先
国連開発計画 (UNDP) 
二瓶 直樹 戦略パートナーシップ・アドバイザー（naoki.nihei@undp.org） 
横井 水穂 人間の安全保障プロジェクトマネージャー（mizuho.yokoi@undp.org）
www.undp.org/ukraine
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